申請書様式（記載例）
	様式第1号（第７条関係）　　　　　　                      　　   年   月   日

公益財団法人東京都島しょ振興公社

理事長 　青沼　邦和　殿
                                             住  所　　○○村○○

                                             電  話　　04991-9-9999

                                             名　称　　○○○研究会

                                             代表者    公社　太郎      印

地域振興に係る補助金交付申請書
   標記の補助金にかかる事業を地域振興に係る補助金交付要綱及び細則を遵守

し下記のとおり行いますので、同要綱第７条の規定に基づき、交付申請します。
記

 １　事　業　名    あしたばカップラーメン開発

 ２　事業の期間    令和３年４月１日～令和４年３月３１日

 ３　事業の目的及び概要
１ 概　要

　明日葉製品として、そばやうどんなどの麺類は、既に製作・販売されているが、カップラーメンの開発・販売への取り組みは行われていない。
　そのため、本研究会においては、○○食品の助言を受けながら、独自に「あしたばカップラーメン」の開発を進め、商品化の目途がたってきた。

　しかしながら、原材料及び加工食品に関する分析や、パッケージの製作等について、着手できていない状況である。
　ついては、専門機関への分析依頼のほか、パッケージデザイン製作にかかる補助を受け、商品化に向けて進めていきたい。
　また、本研究会での研究成果などを、島の関係団体などを通じて、他の島へも提供していきたい。
２　本研究会のこれまでの研究実績とこれからの取り組み

　本会はこれまで自ら開発した明日葉そば（乾麺）等を島内イベントで販売してきた。味や品質は好評だったが、手軽にその場で食べられない事が課題だった。長年の研究でカップラーメンとしてそば同様に明日葉の味を生かした商品開発に目途がたったため、本事業の申請にいたった。
　今後は、商品開発と合わせて販路開拓を行い、数年後には農地の取得及び明日葉生産を自ら行っていきたい。
３　事業スケジュール

　　　令和３年４月～　　パッケージ製作、分析委託

　　　令和３年７月～　　試作品製造

　　　令和３年１０月～　試作品販売（島内イベント○○祭に出店予定）

　　　令和４年３月　　　商品開発完了。本販売へ。

　　　
４　経費　　　　　　　　事業に要する経費　　 　　 １，６０５，０００円
　　　　　　　　　　  補助対象経費　　　　　　　７５０，０００円
　　　　　　　　　　　補助金交付申請額　　　　　　　４９２，０００円
５　事業の種別　　
（１）地域振興に係る特産品に関する事業
○
（２）地域振興に係る観光の振興に関する事業
（３）地域振興に係る島おこしを担う人材育成に関する事業
（４）その他地域振興に資する事業

６　添付書類　　　　　・収支予算書、会則、会員名簿


収支予算書（記載例）
	収 支 予 算 書
（収 入）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　単位：円

項　目

金　額

説　明

自己資金
試験販売収入

公社補助金
978,000
135,000
492,000

会員負担
@150円×900個（100個はＰＲ用）
※本販売では1個300円で販売予定。
(750,000－135,000)×4／5

計

1,605,000
（支 出）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　単位：円

項　目

金　額

説　明

委託費（分析委託）

委託費（ﾃﾞｻﾞｲﾝ委託）
原材料費
300,000

300,000

150,000
食品技術センターへの委託
デザイン会社への委託
試作品製造　@150円×1,000個
補助対象経費
750,000
会議費
旅費
備品購入費
45,000

160,000

650,000

研究会の定例会議費用（自己負担）
ﾒｰｶｰとの打合せ費用（自己負担）
ｶｯﾌﾟﾗｰﾒﾝ製造機械購入（自己負担）
対象外経費

855,000


事業費全体合計
1,605,000
　　※各項目の詳細は、別紙積算書・見積書参照



補助対象期間の事業内容だけでなく、事業全体がわかるように具体的に記載してください。（様式に記載しきれない場合には別紙でも可）








事業の大まかなスケジュールを記載してください。





※いずれかに○印を記載する。（複数可）





予定される収入がある場合には必ず記載してください。





販売収入等がある場合補助対象経費から引いて計算してください。





事業の全体収支がわかるように記載してください。





委託費や備品購入費を補助対象経費とする場合は、その委託先や購入先に対して事前に見積りを行い、見積書を申請書に添付して下さい。











